

別紙１

入札参加証明書


貴部局にて行う下記入札に参加したく、本書を提出いたします。


記

【入札件名】平成３１年度就職支援セミナー事業の業務委託


１．入札参加方法：紙入札方式
２．業者コード（資格審査結果通知書記載のもの）：
３．企業名称：
４．企業郵便番号：
５．企業住所：
６．代表者氏名：
７．代表者役職：
８．代表者電話番号：
９．代表者ＦＡＸ番号：
10．担当者部署名：
11．担当者氏名：
12．担当者電話番号：
13．担当者ＦＡＸ番号：
14．担当者メールアドレス：



別紙２


入　　札　　書



            
             ￥


        案件名：「平成３１年度就職支援セミナー事業」
 

           上記のとおり入札説明書を承諾のうえ入札いたします。




平成　　年　　月　　日


                                     住　所

                                     商　号

                                     代表者　　　　　　　　　　　　　　　印

                                     代理人    　　                     印




支出負担行為担当官
神奈川労働局総務部長　　殿

                              　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　別紙３


委　　任　　状




（住所）　　　　　　　　　　　　　　　


私は、（氏名）                            印  を代理人と定め下記案件の入札及び見積りに関する一切の権限を委任します。


記

         
      案件名：平成31年3月18日開札
「平成31年度就職支援セミナー事業」




平成　　年　　月　　日


                                     住　所

                                     商　号

                                     代表者    　　                     印

                                                                　


支出負担行為担当官
神奈川労働局総務部長　　殿

別紙４
競争参加資格確認関係書類

１　提出資料
（１）平成28・29・30年度厚生労働省競争参加資格（全省庁統一資格）において、「関東・甲信越」地域における「役務等の提供等」で「Ｂ」、「Ｃ」又は「Ｄ」等級であることを証明する書類：厚生労働省大臣官房会計課長から通知された等級決定通知書（全省庁統一資格）の写し。

（２）障害者の雇用の促進等に関する法律（昭和35年法律第123号）に基づく障害者雇用状況報告書の写し。または、法定雇用率を達成していない場合にあっては、障害者雇入れ計画の写し（計画作成命令を受けていない事業主団体等においては、現在の状況を障害者雇用状況報告に準じた文書）。ただし、常用労働者数が55人以下の事業主については様式１。

（３）法令の遵守に関する申出書：様式２

（４）高年齢者等の雇用の安定等に関する法律に基づく平成28年の高年齢者雇用状況報告書の写し。また、常用労働者数が30人以下の場合、または、平成28年の高年齢者雇用状況報告において高年齢者雇用確保措置を未導入、若しくは、未提出の事業主団体等においては、労働基準監督署に提出をして受領印のある就業規則の写し。

（５）関係会社（金融商品取引法（昭和23年法律第25号）第193条の規定に基づく財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則（昭和38年大蔵省令59号）で定められた用語のうち、「親会社」、「子会社」、「関連会社」、「連結会社」をいう。）がある場合には、当該関係会社に係る一覧表：様式３

（６）以下の直近２年間の保険料の領収書の写し（①、②ともに必須。ただし、②についてはいずれか。）
①　労働保険料
②　厚生年金保険、全国健康保険協会管掌健康保険、船員保険又は国民年金

（７）誓約書（別紙５）及び添付書類

（８）会社概要

（９）就職支援に関する事業実績を過去３年以上有することを証明できるもの

（10）セミナーの内容及び時間割等が明確に記載された計画書（案）

（11）セミナーの主たる講師、その他講師を行うことが確定している者の「講師プロフィール」（別紙6）及び資格取得の確認できるもの（試験合格書等の写し）と講師、補助者一覧

２　提出期限　　平成31年3月11日（月）16時（時間厳守）


別紙５
誓　約　書

□　私
□　当社　は、下記１及び２のいずれにも該当しません。また、将来においても該当することはありません。
この誓約が虚偽であり、又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切申し立てません。
また、当方の個人情報を、契約における身分確認のため、警察に提供することについて同意します。

記

１　契約の相手方として不適当な者
（１）　法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ）又は暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき。
（２）　役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき。
（３）　役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき。
（４）　役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしているとき。
（５）　役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき。

２　契約の相手方として不適当な行為をする者
（１）　暴力的な要求行為を行う者
（２）　法的な責任を超えた不当な要求行為を行う者
（３）　取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為を行う者。
（４）　偽計又は威力を用いて支出負担行為担当官の業務を妨害する行為を行う者。
（５）　その他前各号に準ずる行為を行う者。

平成　　年　　月　　日

住所(又は所在地)　
社名又は代表者名　　　　　　　　　　　　印


※個人の場合は生年月日を記載すること。
※法人の場合は役員の氏名及び生年月日が明らかとなる資料を添付すること。

【参考様式】

役 員 等 名 簿


法人（個人）名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


	役職名
	（フリガナ）
	生年月日

	
	氏名
	

	　
	　
	年　　月　　日　

	
	　
	

	　
	　
	年　　月　　日　

	
	　
	

	　
	　
	年　　月　　日　

	
	　
	

	　
	　
	年　　月　　日　

	
	　
	

	　
	　
	年　　月　　日　

	
	　
	

	　
	　
	年　　月　　日　

	
	　
	

	　
	　
	年　　月　　日　

	
	　
	

	　
	　
	年　　月　　日　

	
	　
	

	　
	　
	年　　月　　日　

	
	　
	

	　
	　
	年　　月　　日　

	
	　
	




[bookmark: _GoBack]別紙６
講師プロフィール
平成　　年　　月　　日現在
	１　 (ふりがな)
氏　名
	

	
	

	２　生年月日
	　　　　　　　　年　　　　　月　　　　　日

	３　ｶｳﾝｾﾗｰ資格
	産業カウンセラー（資格取得年月日　　　年　　　月　　　日）　
シニア産業カウンセラー（資格取得年月日　　　年　　　月　　　日）　
ｷｬﾘｱｺﾝｻﾙﾀﾝﾄ（試験実施機関名　　　　　　　　　　　　　　　　　　）
（資格取得年月日　　　年　　　月　　　日）

	４　就職活動を行っている者を対象のセミナーの講師経験

	　　　年　　　月　　主催者等
　延べ講義時間数　　　　　　　延べ受講者数

	
	　　　年　　　月　　主催者等
延べ講義時間数　　　　　　　延べ受講者数

	
	　　　年　　　月　　主催者等
延べ講義時間数　　　　　　　延べ受講者数

	
	　　　年　　　月　　主催者等
延べ講義時間数　　　　　　　延べ受講者数

	５　就職支援機関（公的機関以外も含む）における就職支援業務の職務経験
	　　　年　　　月　から　　　年　　　月
就職支援機関名称

	
	　　　年　　　月　から　　　年　　　月
就職支援機関名称

	
	　　　年　　　月　から　　　年　　　月
就職支援機関名称


※　上記の項目が含まれていれば、他の項目を追加することや、様式についても任意で差し支えない。
　


